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2.現地訪問調査シート
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3.アンケート調査票
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⦿マンション管理組合総会の開催 

分譲マンションの総会は、年に一回開催することが義務付けられています。（区分所有法第 34条） 

この定期総会の議案は、１ 今期の活動報告、２ 次期の活動計画、３ 決算報告、４ 予算案、５ 特別議案

（特別決議が必要な議案）などです。 

総会開催にあたって、国土交通省が定めている「マンション標準管理規約」では、「総会成立には議決権総

数の半数以上を有する組合員が出席しなければならない」と成立要件を定めています。もし定足数を満たせ

なければ、予算の承認ができないため、管理組合が活動することができなくなってしまいます。総会には、

多くの組合員に参加してもらうことが大切です。 

総会の招集は、会日よりも少なくとも１週間前に、会議の目的たる事項を示して、各区分所有者に通知しな

ければなりません。ただし、この期間は、規約に定めることで伸縮することができます。 

⦿管理組合役員（理事長、理事、監事） 

理事会は毎月 1 回の程度開催し、管理会社に委託している場合は毎月の管理費会計や修繕積立金会計の報

告を受けます。また、マンションの修繕のことや、マンション内で発生したトラブルなどについて話し合い

解決に向けて取り組みます。 

理事会には理事長のほか次のような役職があり、役員はいずれかに選ばれて役職に沿った活動をすること

になります。 

居住者にとって住みやすいマンションを維持するためには、実際に住んでいる人の代表である理事会の活

動が非常に重要です。 
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⦿役員のなり手のいない場合の対策（外部の第三者による管理） 

分譲マンションの管理組合は、管理者である理事長を選任し、管理運営をおこないます。中には、事情に

より理事や理事長が選任できないマンションもあります。 

例えば、区分所有者の高齢化が進み役員のなり手がいなくなってしまったマンション、ほとんどの住戸が

賃貸になってしまい区分所有者同士の連絡が取りにくくなった場合です。こうした場合に、区分所有者で

はなく、マンション管理業者やマンション管理士が理事会に代わって管理者になるケースがあります。 

あるいは、建物が古くなり大規模な改修が必要になるなど、専門的な知識が必要な場合に、専門家に顧問

になってもらうことがあります。最近は外部の専門家を管理組合の役員として活用するケースもありま

す。 

国が定めた「標準管理規約」においては、従来、マンション管理組合の役員は「現に居住する区分所有

者」に限定されていましたが、平成２３年の標準管理規約改正により、現住要件（居住している区分所有

者に限定）が撤廃され、不在区分所有者が理事になることもよいことになりました。さらに、平成 28年

の改正では、「外部専門家を役員として選任できることとする場合」の条文案が標準管理規約に追加されま

した。 

⦿専門委員会の設置 

役員会の議題によっては、経験者や専門家の助言を求めた方が望ましいことがあります。例えば、管理規

約の改正、使用細則の見直しや作成、修繕工事の内容の決定などです。 

また、大規模修繕など、理事の任期を超える期間がかかる業務や、理事だけではマンパワーが足りないこ

ともあります。総会の承認を経て、理事会の諮問機関として専門委員会を設置しているマンションもあり

ます。 

専門委員会の検討は、組合の業務執行にかかわる重要な方針の決定・変更に直接かかわりがあるため、専

門委員会を設置するには、名称・目的・組織・専門委員会内容・費用等を理事会で想定した上で、総会で

承認を得る必要があります。 
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⦿専門家の活用 

マンション管理に関する専門知識は、区分所有法、マンション管理適正化法などの法律に関する知識、長

期修繕計画の策定、大規模修繕工事に関することなど、専門的、技術的な知識が求められます。 

外部の専門家の協力を得ることで解決できることもあります。 

⦿マンション管理規約と使用細則 

マンション管理規約・使用細則をつくり区分所有者に配布することはマンション管理の第一歩です。

管理規約は、区分所有者のみなさんが合意によりつくられた最も基本的なルールです。署名のある原本を保

管しておきましょう。 

マンションの中には、分譲当初の管理規約をそのままにしているマンションもみうけられます。マンション

の状況は変化しているため、適宜見直すことも必要です。また、法律の改正、基準の改定に合わせて見直し

ていくことも必要です。 

管理規約、使用細則の内容を現在の状況に照らしたときに合理的かどうかを点検し、適宜見直しましょう。 
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⦿管理組合文書の保管 

マンションの管理では、総会や理事会の議事録、管理費や積立金会計の収納状況、エレベーター点検や共用

部分清掃の記録、さらに居住者の入れ替え報告など、様々な書類を使います。記録を残しておくことは、円

滑な組合運営に欠かせません。 

大規模修繕のときには、竣工図が必要です。ま

た、工事の記録を残しておけば次の工事のとき

の参考になります。どのような図面があり、ど

こに保管されているのかを確認し、手元にない

場合は、管理会社に問い合わせましょう。 

竣工図書を保管する際はリストを作り、修繕工

事のときなど、管理会社や工事会社に貸し出す

場合は、貸出・返却の記録を残すようにしまし

ょう。決して紛失しないように管理してくださ

い。 

⦿マンションの会計 

マンションにお住まいの皆さんが快適に暮らしていくためには、管理組合の会計をしっかりと行っていく

ことが大切です。 

マンション管理組合の会計には、管理費会計と修繕積立金会計の二つがあります。標準管理規約では、修繕

積立金は管理費とは区分して経理しなければならないとしています。月次報告書や決算資料の収支報告書

も管理費会計、修繕積立金会計の二種類にします。
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⦿建物の点検と修繕 

マンションの建物や設備の点検には法律で定められたことがあります。これは法定点検といい、特殊建築

物定期調査、昇降機定期検査、消防設備定期点検、水道関連設備の点検などがあります。

また、建物を長く使うためには、法的点検以外にも日常的に点検をすることが必要です。壁のひび、タイ

ルの浮き、防水の膨れなど、目視で気の付くことは多いです。早期に修理することで建物を長持ちさせる

ことができます。 

⦿長期修繕計画 

長期修繕計画とは、予め修繕時期を計画しておき、時期が近づいてきたら劣化診断を行い、修繕工事を行

うかどうかを判断する基準となる計画です。修繕積立金の額は長期修繕計画に基づいて定めることが必要

です。 
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⦿耐震診断 

1981年（昭和 56年）5月以前に着工された建物は、古い耐震基準（「旧耐震基準」という）で建てら

れており、耐震性が不足している可能性があります。旧耐震であっても建築当時の基準を満たしているの

であれば法律上は違反ではありません、しかし安心して暮らすには対策が必要です。 

耐震診断を行い、耐震性を確認することが必要です。耐震診断判定基準を満たしたマンションは、建物の

安全性の確保が確認され、資産価値の向上につながります。耐震判定基準を満たさなかった場合は、耐震

改修を行うか、建替えることが必要です。 

⦿マンションの建替えと再生 

マンション戸数が増え続ける中で、築年数を経て老朽化したマンションが増えています。マンションは区

分所有者お一人おひとりの生活の場であり、財産なので、建替えるには、区分所有者の合意形成が必要で

す。 

老朽化や機能低下がそれほど進んでいないマンションでは、改修することによる対応が可能です。しか

し、築年数を経たマンションの場合は、住戸の間取りが現在のライフスタイルに合わない、耐震性が不足

しているなど、修繕だけでは解決できない問題がでてきます。例えば、改修によりエレベーターの設置

は、敷地の条件などから設置出来ない場合が多いのが実情です。 

また、建替えることに決めたのだから修繕はなるべくしないでお金を残そうという考えをするマンション

がありますが、計画的な修繕は必要です。 
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⦿マンションでの暮しにおけるトラブル 

マンションでは集団で暮らしているため、お隣ご近所でトラブルが発生することもあります。これを円満

に解決するのも管理組合の役割です。 

トラブルの内容は多種多様です。それは暮らしている人も多種多様だからです。マンションといっても、

建物の形式、戸数、住民の特性も異なります。高齢者が多いのか、ファミリーが多いのか、皆さまのマン

ションの特徴を確認してみましょう。

⦿板橋区で活用可能なマンション支援施策 

◆分譲マンション管理アドバイザー管理アドバイザー派遣制度のご案内

良質なマンション管理を行うための説明及び助言、マンション内における円滑な合意形成に資する

助言、大規模修繕を行うための技術面における説明及び助言等で、派遣を希望する分譲マンション管

理組合等に専門家等を派遣いたします。 

◆耐震化アドバイザー派遣制度のご案内

板橋区では、建築物の耐震化をお考えの方に、建築士等のアドバイザーを派遣して、耐震化に関す

る相談や情報提供などを無料で行っています。 

◆東京都分譲マンション専門相談

管理組合の自主的な解決の促進や、特に専門的な相談の解決の充実を図るため弁護士・一級建築士

に相談することが必要と考えられる相談に応じます。 

◆板橋区の良質なマンションの推進事業のご案内

板橋区では、分譲マンションの管理組合や居住者を対象にしたマンション管理セミナーなどを開催

し、マンションの維持管理の重要性を啓発しています。 

◆マンション管理に関する無料相談会のご案内

板橋区が後援する、板橋区内のマンション管理士会が、分譲マンション管理組合・区分所有者など

マンションに関わる方を対象に無料相談会を開催しています。
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4.条例に基づく届出用紙
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5.条例の対象外であることの届け出用紙（申立書） 


	07_巻末資料0430 39
	07_巻末資料0430 40
	07_巻末資料0430 41
	07_巻末資料0430 42
	07_巻末資料0430 43
	07_巻末資料0430 44
	07_巻末資料0430 45
	07_巻末資料0430 46
	07_巻末資料0430 47
	07_巻末資料0430 48
	07_巻末資料0430 49
	07_巻末資料0430 50
	07_巻末資料0430 51
	07_巻末資料0430 52
	07_巻末資料0430 53
	07_巻末資料0430 54
	07_巻末資料0430 55
	07_巻末資料0430 56
	07_巻末資料0430 57
	07_巻末資料0430 58
	07_巻末資料0430 59
	07_巻末資料0430 60
	07_巻末資料0430 61

